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調査概要

• 調査時点：２０２6年７月1０日(金)～７月１７日(金)

• 調査対象：愛知県内の中小・中堅企業等10,000社（※農業、林業、漁業、複合サービス事業、公務除く）

• 有効回答：2,103社（回答率：約21%） 

※中小企業:2,037社(96.9%)、中堅企業:57社(2.7%)、大企業:9社(0.4%)

• 調査方法：郵送による送付・Webによる回答
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製造業
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サービス業
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製造業
28.1％

サービス業、卸・小売業
40.1％

建設業、運輸業
27.3％



調査結果のポイント① 県内企業への影響

• 「既に影響が出ている」、「今後影響が出る可能性がある」は、全体で約7９％。

• 業種別では、製造業、卸・小売業、運輸業が、既に影響が出ている割合が高い。
（製造業73.2％＞運輸業69.8％＞卸小売業60.7％＞全体59.1％＞建設業58.7％＞サービス業41.3％）

• 規模別では、中小企業が既に影響が出ている割合が高い。大・中堅企業は今後影響が出
る可能性の割合が高い。

• 「原材料価格の上昇」、「仕入・調達の困難や遅延」、「エネルギー価格の上昇」の上位３つ
の要因で、全体の３分の２を占める。

• コスト面(原材料、エネルギー、物流)への影響が大きい。売上面(受注減少・需要減退)へ
の影響も一定程度ある。

• 「仕入・調達の困難や遅延」は、業種別では、製造業、サービス業、卸・小売業での影響が
比較的大きい。

影響が見込まれる企業

具体的な影響
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仕入・調達の困難や遅延が生じている品目

• 製造業では「金属製品製造業」が最も多い。品目では「塗料・シンナー・溶剤類」が最も多い。

• サービス業、卸・小売業等では「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」及び「機械器具卸売
業」が最も多い。品目では「オイル・潤滑油類」が最も多い。

• 建設・運輸業では「道路貨物運送業」が最も多い。品目では「オイル・潤滑油類」が最も多い。



調査結果のポイント② 企業の対応・県への期待

企業が既に実施している対策
• 「販売価格への転嫁」、「調達先の見直し・多様化」が、対策の約半分(約4６％)を占める。

• 売上確保(販売価格価格への転嫁)とコスト削減(省エネルギー・コスト削減徹底)の両面か
ら対策が行われている。

• 「在庫の積み増し」、「運転資金の確保」により手元に資材・商材と資金を確保し、事業継続
対策が取られている。

• 「価格転嫁、取引適正化の推進」、「調達・仕入円滑化／新規開拓支援」、「資金繰り支援」の上
位３つが、半分以上(約55％)を占める。特に「価格転嫁・取引適正化」への支援の期待が高い。

• 上位２つの支援(価格転嫁等及び調達・仕入円滑化等)は、企業の対策とも一致。企業が対策
の強化や継続のため、行政の更なる支援を期待していると考えられる。

• 資金繰り支援は、企業の対策(運転資金の確保)の回答数の約２倍であり、行政による支援の
期待は高い。

企業が実施している（今後実施予定の）対策

県に期待する支援
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• （公財）あいち産業振興機構による支援メニューの活用を「希望する」「活用するか検討した
い」と回答した企業は、435社であった。

• 支援メニューで相談・サポートを希望する事項は、「補助金・助成金の活用」、「人手不足・雇用
継続・確保」、「価格転嫁、取引適正化」の順に多かった。

(公財)あいち産業振興機構による支援メニューの活用



Q1.中東情勢の悪化を受け、事業活動に影響はあるか？

全体 
n=2,103社

 「既に影響が出ている」、「今後影響が出る可能性がある」は、全体で約7９％。
 業種別では、製造業、運輸業、卸・小売業が、既に影響が出ている割合が高い。
（製造業73.2％＞運輸業69.8％＞卸小売業60.7％＞全体59.1％＞建設業58.7％＞サービス業41.3％）

• 規模別では、中小企業が既に影響が出ている割合が高い。大・中堅企業は今後影響が出る可能性の割合が高い。

＜規模別＞

＜業種別＞
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現時点では影響は出ていないが、
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Q1で「既に影響が出ている」「現時点では影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある」と回答した1,659社が対象

 「原材料価格の上昇」、「仕入・調達の困難や遅延」、「エネルギー価格の上昇」の上位３つの要因で、全体の３分の
２を占める。

 コスト面(原材料、エネルギー、物流)への影響が大きい。売上面(受注減少・需要減退)への影響も一定程度ある。

 「仕入・調達の困難や遅延」は、業種別では、製造業、サービス業、卸・小売業での影響が比較的大きい。

Q2.どのような影響が生じている又は生じる可能性があるか？
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サプライチェーンの混乱

為替市場の不安定化

資金繰りのひっ迫

販路の縮小・途絶

分からない

製造業 サービス業、卸・小売業等 建設業、運輸業
n=1,669             n=1,762                  n=1,275

回答数 計3,140、

「影響の内容」うち

の66.7％

※複数回答可

全体 n=4,706

回答数

計９５５



 製造業の内訳では、「金属製品製造業（15.0％）」が最も多く、次いで「生産用機械器具製造業（14.2％）」、「プ
ラスチック製品製造業（9.1％）」、「輸送用機械器具製造業（8.8％）」の順となった。

 品目は、「塗料・シンナー・溶剤類」、「オイル・潤滑油類」、「梱包・包装資材」、「樹脂・プラスチック製品」が多いが、
製造業に特徴的な品目として、「接着剤・シーリング材」や「金属材料・工具類」に関する回答も多かった。

Q2で「④仕入れ・調達の困難や遅延」と回答した製造業345社が対象

Q3.仕入・調達の困難や遅延が生じている品目は？【製造業】
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全体 
n=338社

（具体的な状況の内容）
・納入しやすい油に変更したり、少量単位で購入するなどして対応。（オイル・潤滑油類）

・ECサイトを探して高価であるが購入している。（梱包・包装資材）

・リピート品でも納期の長期化や発注制限が発生、新規受注は不可。（金属材料・工具類）

金属製品
51

（15.0％）

生産用機械器具
48

（14.2％）

プラスチック製品
31

（9.1％）

輸送用機械器具
30

（8.8％）

はん用機械器具
23

（6.8％）

食料品
20

（6％）

電気機械器具
20

（5.9％）

パルプ・
紙紙加工品

14
（4.1％）

鉄鋼業
13

（3.8％）

その他
88

（26.0％）

順位 品目 例

１ 塗料・シンナー・溶剤類
塗料/シンナー/有機溶剤/IPA（イソプロピルアルコー
ル）/メタノール

２ オイル・潤滑油類
潤滑油/切削油/エンジンオイル/機械油/作動油/グリ
ス/加工油

３ 梱包・包装資材
ストレッチフィルム/PPバンド/OPPテープ/クラフト
テープ/ラップ/ポリ袋

４
樹脂・

プラスチック製品
樹脂材料/プラスチック製品/PP（ポリプロピレン）/PE
（ポリエチレン）/PET（ポリエチレンテレフタレート）

５ 接着剤・シーリング材 接着剤/ボンド/糊剤/ホットメルト/シール関連資材

６ 金属材料・工具類
タングステン/超硬工具/鋼材/金型/刃具/溶接ワイ
ヤー



 サービス業・卸・小売業等の内訳では、「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業（12.6％）」及び「機械器具卸売業
（12.6％）」が最も多く、次いで、「その他の小売業（９.1％）」、 「その他の卸売業（8.9％）」の順となった。

  品目は「オイル・潤滑油類」 、「塗料・シンナー・溶剤類」、 「樹脂・プラスチック製品」 、「梱包・包装資材」のほか、
当業種に特徴的な品目として、 「ゴム手袋・衛生用品」や「接着剤・シーリング材」に関する回答も多く挙げられた。

Q2で「④仕入れ・調達の困難や遅延」と回答したサービス業、卸・小売業等352社が対象

Q3.仕入・調達の困難や遅延が生じている品目は？【 】
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全体 
n=349社

（具体的な状況の内容）
・納期未定だが、突然入荷する場合もあり、予定が立てられない。（オイル・潤滑油類）

・これまで使用していた製品の変更、再利用。（梱包・包装資材）

・大量注文不可のため、こまめに発注している。（ゴム手袋）

順位 品目 例

１ オイル・潤滑油類
エンジンオイル/潤滑油/機械油/作動油/ブレーキオイ
ル/ディーゼルオイル/グリス

２ 塗料・シンナー・溶剤類
塗料/シンナー/有機溶剤/ラッカー/IPA（イソプロピル
アルコール）/メタノール/パーツクリーナー

３
樹脂・

プラスチック製品
樹脂材料/プラスチック製品/PP（ポリプロピレン）
/PET（ポリエチレンテレフタレート）/プラスチック容器

４ 梱包・包装資材
ストレッチフィルム/PPバンド/OPP袋/ポリ袋/包装資
材/クラフトテープ/ラップ/

５ ゴム手袋・衛生用品
ゴム手袋/ニトリル手袋/医療用手袋/グローブ/オムツ/
衛生用品

６ 接着剤・シーリング材 接着剤/ボンド/コーキング材/糊/シーリング材

建築材料，鉱物・
金属材料等卸売業

44
（12.6％）

機械器具卸売業
44

（12.6％）

その他の小売業
（例：家具、化粧品等）

32
（9.1％）

その他の卸売業
（例：家具、化粧品等）

31（8.9％）

その他
107

（30.7％）

社会保険・社会福祉・
介護事業

20
（5.7％）

機械器具
小売業

17
（5％）

廃棄物処理業
16

（4.6％）

自動車整備業
15

（4.3％）

飲食料品
卸売業

12
（３.4％）

情報サービス業
11

（3.2％）

サ ー ビ ス 業
卸・小売業等



 建設業・運輸業の内訳では、「道路貨物運送業（28.7％）」が最も多く、次いで総合工事業（26.7％）、設備工事
業（24.3％）、職別工事業（12.3％）の順となった。

 品目は、「オイル・潤滑油類」 、「塗料・シンナー・溶剤類」、「梱包・包装資材」、「建築資材・住宅資材」、「樹脂・プラ
スチック製品」のほか、当業種に特徴的な品目として、「塩ビ管・配管資材」や「建築資材・住宅設備」に関する回
答も多く挙げられた。

Q2で「④仕入れ・調達の困難や遅延」と回答した建設業、運輸業258社が対象

Q3.仕入・調達の困難や遅延が生じている品目は？【 】
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全体 
n=251社

（具体的な状況の内容）
・オイル交換をしたいときにできない。（オイル・潤滑油類）

・回復傾向にある。（塗料・シンナー・溶剤類）

・納期遅れで納入または、納期未定。（塩ビ管・配管資材）

順位 品目 例

１ オイル・潤滑油類
エンジンオイル/潤滑油/軽油/作動油/グリス/ディーゼ
ルオイル/ギアオイル

２ 塗料・シンナー・溶剤類 塗料/シンナー/溶剤/ペンキ/剥離剤/塗装材料

３ 塩ビ管・配管資材
塩ビ管/塩ビパイプ/塩化ビニル管/ポリエチレン管/配
管資材

４ 梱包・包装資材
ストレッチフィルム/PPバンド/テープ/ラップ/ポリ袋/
緩衝材

５
建築資材・
住宅設備

建材/ベニヤ/断熱材/断熱材/ルーフィング/ユニットバ
ス/トイレ/住設機器

６
樹脂・

プラスチック製品
樹脂製品/プラスチック製品/ビニール製品/PVC（ポリ
塩化ビニル）/PP（ポリプロピレン）

道路貨物運送業
72

(28.7%)

総合工事業
67

(26.7%)

設備工事業
61

(24.3%)

職別工事業
31

(12.3%)

運輸に附帯する
サービス業

10
(4.0%)

その他
10

(4.0%)

建 設 業
運 輸 業



※複数回答可

 「販売価格への転嫁」、「調達先の見直し・多様化」が、対策の約半分(約4６％)を占める。

 売上確保(販売価格価格への転嫁)とコスト削減(省エネルギー・コスト削減徹底)の両面から対策が行われている。

 「在庫の積み増し」、「運転資金の確保」により手元に資材・商材と資金を確保し、事業継続対策が取られている。

Q1で「既に影響が出ている」「現時点では影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある」と回答した1,659社が対象

Q4.影響に対してどのような対策をとっているか？
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全体 n=3,134

312

224

181

164

72

54

51

39

300

227
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134

86

58

57

38

82
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販売価格への転嫁

調達先の見直し・多様化

省エネルギー・コスト削減の徹底

在庫の積み増し

運転資金の確保

設備投資や事業計画の延期・縮小

人件費の抑制や採用計画の見直し

特に対応を検討していない

製造業 サービス業、卸・小売業等 建設業、運輸業

n=1,097               n=1,203               n=834

回答数 計1,442、

「対策」のうち

の46.0％



※複数回答可

 「価格転嫁、取引適正化の推進」、「調達・仕入円滑化／新規開拓支援」、「資金繰り支援」の上位３つが、半分以
上(約55％)を占める。特に「価格転嫁・取引適正化」への支援の期待が高い(約24％)。

 上位２つの支援(価格転嫁等及び調達・仕入円滑化等)は、企業の対策とも一致。企業が対策の強化や継続の
ため、行政の更なる支援を期待していると考えられる。

 資金繰り支援は、企業の対策(運転資金の確保)の回答数の約２倍であり、行政による支援の期待は高い。

Q1で「既に影響が出ている」「現時点では影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある」と回答した1,659社が対象

Q５.県に対し、どのような支援を期待するか？
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35

8

248

152

133

89

78

38

30

25

22

24

5
0 50 100 150 200 250 300

価格転嫁、取引適正化の推進

調達・仕入円滑化/新規開拓支援

資金繰り支援

情報提供の強化

雇用継続・確保支援

省エネ/再エネ設備投資支援

生産性向上支援（デジタル技術やロボットの導入）

販路開拓支援

新規事業開発支援

相談窓口の充実

経営課題解決に向けた専門家派遣

製造業 サービス業、卸・小売業等 建設業、運輸業
n=1,143               n=1,180               n=844

回答数 計1,752

55.3％

全体 n=3,167

回答数 計772

24.4％



 （公財）あいち産業振興機構による支援メニューの活用を「希望する」・「活用するか検討したい」と回
答した企業は、435社であった。

 支援メニューで相談・サポートを希望する事項は、「補助金・助成金の活用」、「人手不足・雇用継続・確
保」、「価格転嫁、取引適正化」の順に多かった。

Q6. あいち産業振興機構の支援メニューで相談・サポートを希望する事項は？
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0 50 100 150 200 250

カーボンニュートラル

事業承継

新規事業開拓

調達・仕入円滑化/新規開拓支援

販路開拓

資金繰り

生産性向上

IT活用・DX推進

価格転嫁、取引適正化

人手不足・雇用継続・確保

補助金・助成金の活用

全体 n=1,201 435社が対象 ※複数回答可

219

171

178

112

107

100

97

50

69

17

81

【具体的な相談内容】

• 価格転嫁をする上での円滑な
交渉のやり方や、資料の作り方
を教えてほしい。 （金属製造業）

• 自社が適用となる補助金があ
るか知りたい。（労働者派遣業）

• IT活用やDX化に関して、今ま
での業務で気づけていない改
善案がないか、第三者の目で見
てほしい。 （非鉄金属製造業）

• 雇用について効果のある求人
の出し方を指導してほしい。  
（自動車整備業）

経営・技術専門家派遣

➢ あいち産業振興機構において、中小・中堅企業からの要請に応じて、
専門家を派遣し、諸問題を解決するために助言・指導を実施

➢ １企業最大10回まで、１回当たり５時間以上

➢ 中東情勢の影響に起因する内容は、専門家派遣料を無料化

設置場所 愛知県産業労働センター（ウインクあいち）14階

経営・技術専門家派遣
の詳細

支援メニュー一覧

https://www.aibsc.jp/support/692/
https://www.aibsc.jp/support/692/
https://www.aibsc.jp/support/692/


回答者からの声 ※自由記載による回答
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・情勢不安による買い控え、顧客の節約による売上低下。（美容業、生命保険媒介業）

・プリンターのインク、事務用品、電気代等全てが値上げ。（がん具・娯楽用品小売業）

・IT機器（サーバ・ネットワーク機器等）の製造・物流に対する影響を通じた、価格の上昇や調達リードタイム

の長期化。（情報処理サービス業）

・今後の不安感から、早めに発注（ロットも多めに）してくるところが重なり、受注が集中し納期が通常

よりかかっている。（プラスチックシート合成皮革加工業）

・原材料費、物流費、人件費などの上昇があり以前は数％の値上げ要求であったのが、数十％を軒並み要求

 される。少し未来の原価計算が難しい。（物流運搬設備製造業）

・様々な取引先、ネットショップを探し回っている。（製缶板金業）

・安定的な供給を受けられるよう、先々の必要分について仕入先と共有し、発注。（その他のパン・菓子製造業）

・小規模企業は常に客先より相見積りで、価格競争させられる。価格転嫁すれば仕事が他社へ行くので、
 価格転嫁できない。（金属用金型・部分品・附属品製造業）

・価格の低下を要求してくる取引先がいる。賃上げやインフレを考慮し、価格転嫁しやすくしてほしい。
（その他の金属表面処理業）

・国に対して、原油調達先ポートフォリオの是正、分散化を要請してほしい。（金属工作・加工機械用部分品製造業）

・該当資材やエネルギーコストの価格低下につながる政策をしてほしい。（角底紙袋製造業）

・補助金の拡大など燃料高騰に対する支援をしてほしい。（一般乗用旅客自動車運送業）

影響等について

対策等について

要望等について
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